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• 訪問介護の業界は、年配の方が主力として働かれているケースが多く、子育て世代の方
で働いている方も多い。年配の方に負担がかかるのではと気にされて辞めるケースもある
が、子育てがひと段落してから戻ってくることも。

• 訪問介護の仕事は、シフト制ではなく、利用者とスケジュールを調整した上で訪問するの
で、子育てなど訪問介護員の都合に合わせて働く時間帯の調整がしやすい。ハローワー
クにもその点は強調して募集を出している。

• 事業所によっては、事務員の中に保育士の資格を持つ方がいて、仕事中の訪問介護員
のお子さんを一時的に預かるケースもある。保育士の資格を持っている同僚に預かって
貰うことで安心して訪問介護の仕事に出られるようだ。
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※支援者としての意見も含む
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１ 結婚後・出産後等の働き続ける職場環境づくりの取組み

２ 今後の課題等



１ 現状・実施している取組み
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２ 今後の課題等
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県内の採石（砂利採取業）経営者等を対象とした研修会の中で、出席者へアンケート調査を実施。
【現状・課題】

(質問②)(「質問①」で「人手不足対策」と回答した人に対し)
人材確保に向けて、どのような取組が必要だと思うか？
⇒回答６０件のうち、
１９件（３１．７％）が「休暇（育休・産休含む）を
取りやすい環境の整備」、
１２件（２０．０％）が「女性が働きやすい環境整備」
と回答。

(質問①)今後の採石(砂利採取)事業の経営・業務管理において、どんなことが課題だと感じているか？
⇒回答８４件のうち、６０件（７１．４％）が「人手不足対策、人材の確保」と回答（複数選択式）



【取組み】

(質問③) (「質問①」で「人手不足対策」と回答した経営者・管理職に対し)人材確保に向けて、会社として取り組
んでいることはあるか？（有効回答４８件）
⇒「ある」２６件（５４．２％）、「ない」２２件（４５．８％）

「ある」と回答した経営者、管理職の取り組み内容
【待遇関係】
・賃上げ（類似回答他７件）
・休日増（類似回答他１件）
・休暇の取りやすい環境整備

【その他】
・従業員とのコミュニケーション増
・採石場見学の受入れ
・インターンシップ受入れ

【求人関係】
・ハローワークでの人材募集（類似回答他２件）
・外国人の雇用（類似回答他２件）
・ホームページの活用、SNSの活用（類似回答他１件）
・友達等のリクルート、自衛隊退職者への求人
・退職者の再雇用
・地元出身者への勧誘等
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※「6.その他」は0件





担当課：商工政策課
商工振興金融課（金融業）

R6年度

R6年度 R7年度

R7年度

・「ア」の割合が前年度比で約15%増
⇒取得状況の改善が見られた。

・「イ」の割合が前年度比で約22%増
・「ア」、「イ」の合計の割合が全体の約67%に及んだ。
⇒新たな休暇制度の創設、既存の制度の拡充に前向きな
企業が増加。課題認識を持つ企業が増加。



・「エ」の割合が前年度比で約9%減
・「オ」の占める割合が前年度同様に
一番多く、半数以上に及ぶ。

⇒多様な働き方について考える企業が増えた。
一方で、フレックス勤務や在宅勤務等が
そぐわない企業も多い。

R6年度 R7年度
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2．基本的な方針

価値観が多様化し、結婚しなくても幸せになれる社会の中で、
結婚・子育てを含めた「自分の希望（Aspiration）」と向き合う機会を提供し、

それを叶えられる環境を整備し、様々な希望に応える選択肢を用意する

 結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくもの
 婚姻率については、熊本県でも全国と同様に減少の一途をたどっている
 20～40代未婚の熊本県民のうち、結婚願望がある人は約7割
 結婚願望があったとしても、自分の時間や趣味を大切にしている
 結婚願望に関わらず「自分は結婚できない」と思っている消極的な層が多数

→結婚したくても積極的になれない
 結婚生活のネガティブを想起させる要素は「価値観のズレ」「自分の時間」
「お金」の不安→早期のライフプラン検討の必要性

 結婚後はこどもを産む人が多く、子育てに希望を持っている県民が多いと
推察される

 自治体の結婚支援事業については、結婚に積極的な層にとっては活用でき
る支援が整備されている

 一方で未婚層の認知度は低く（各10％前後）、今の県民に見られる
「結婚したくても積極的になれない」層には現状の支援は届いていない

 結婚を支援する自治体側では、県と市町村がそれぞれ支援策を実施してお
り、それらの連携が不十分な面がある

 婚活イベントなどの既存の結婚支援事業はその成果が見えにくく、もっと
深い意識の部分に働きかける必要がある

1．熊本県の現状と課題

3．県の役割

結婚願望あり 70.1％

（n=515 未婚者ベース 熊本県民意識調査より）
20代～40代の

効果的な結婚支援等の在り方調査研究 中間報告（案） ～概要版～（1/2）

そのような体制により相互が連携しながら、
県民が希望をデザインすることに前向きになり、

結婚や子育てをしたいと思った時に行動を起こせるよう支援を行っていく









結婚見通しなし 67％

 
      



4．事業検討の方向性

Aspiration Design視点での
既存事業整理・新規事業開発【既存事業の整理】

 「県民の人生の希望を叶えているか」という視点で既存事業を整理しなおし、
改善点を検討

 すべての事業において認知度の低さが課題のため、認知拡大施策も併せて行う

5．今後の進め方

効果的な結婚支援等の在り方調査研究 中間報告（案） ～概要版～（2/2）

【新規事業の検討】
 結婚までの意識のフェーズごとに事業・
施策を検討

 どのフェーズであっても、点での施策で
はなく、継続的に支援を行うことで意識
を変えていく

 必要な支援が必要な人に届くよう、PRの
視点も重視

■結婚までの意識フェーズと
必要な支援

＋ 認知拡大施策

それぞれの事業の役割を整理し、Aspiration Design実現のために
足りていない・強化したい施策を検討

結婚への意欲が
あまり高くない人

結婚への意欲が高い人

パートナーがいたり
結婚を意識している人








